
 公立保育所が今後担う役割等について 

【ちあふるの今後の方向性】 

○保育機能と子育て支援機能を合わせもつ施設として、保育を必要とする児童への保育の

提供を基本とし、多様な保育ニーズへの対応や保育の質の向上、区における地域の子育 

て支援の拠点としての役割を担っていく。 

○この方向性に従い「真駒内

駅前地区まちづくり計画」

に基づき令和 14 年に供用

開始予定の（仮称）南区複

合庁舎の複合化対象施設の

一つとして検討されている 

ちあふる・みなみ につい

て、複合化にあたり、区の

拠点施設として機能強化

し、多様な保育ニーズへの

対応など、他区ちあふると

同様の保育機能とすること

などを検討する。 

 

 

○札幌市では、これまで「札幌市まちづくり戦略ビジョン」等に基づき、既存の公立保育所（単独

園）を転換するなどし、各区の子育て支援の拠点として保育と子育て支援機能を併せ持つ区保

育・子育て支援センター（愛称：ちあふる）を全区へ設置してきた。 

○また、高まる保育ニーズに対応するため、さっぽろ子ども未来プランなどに基づき保育の量の拡

大に取り組んだ結果、平成 30 年度から待機児童は０人を継続している。 

○札幌市の就学前児童数は減少傾向が続いており、保育施設等の利用者数は令和４年をピークに

減少に転じている（下図表参照）。 

○国は保育について、量の拡大から質の向上へと政策の重点を移すとしており、札幌市においても

保育人材の維持・確保により多様化する保育ニーズへ対応するなど、保育の質の向上に取り組む

必要がある。 

 

各年４月１日現在 

 

 

 

 

 

○公立保育所に期待される役割、ちあふる以外の公立保育所（単独園）と ちあふるの今後の方向

性は次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○老朽化が進行している施設については、これまで状況に応じて修繕等を行ってきたが、改築や大

規模修繕を行わなければ維持できない状況になりつつある。 

○前述の【単独園の今後の方向性】で示したとおり、築年数が 40 年（閉園時）を経過し老朽化が

進む以下の４園については、近隣の保育施設の配置や入所状況からその分の供給量をカバーで

きると考えられることから閉園に向けた準備に入る。 

○現に在園している児童が卒園するまでは運営を継続する。 

○閉園後の施設は、建物の除却を含め土地の跡活用を検討する。 

○これ以外の単独園については、老朽化や近隣の入所状況を勘案しながら、閉園時期について検討

していく。 

 

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

就学前児童数 85,619 84,022 82,396 79,907 77,167 74,243 70,576 67,205

保育定員数 29,674 31,147 32,518 34,218 35,610 35,860 35,570 35,224

保育利用者数 29,383 30,204 31,400 32,325 33,058 33,028 32,979 32,926

入所率 99.0% 97.0% 96.6% 94.5% 92.8% 92.1% 92.7% 93.5%

園名 定員 築年数
（R7.4/閉園時）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

みかほ保育園 110人（1～5歳児） 44年⇒49年

菊水乳児保育園 30人（0～1歳児） 54年⇒57年

青葉保育園 100人（1～5歳児） 51年⇒58年

東白石保育園 90人（0～5歳児） 35年⇒42年
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子）子育て支援部 

１ 保育を取り巻く現状 

２ 公立保育所が今後担う役割 ３ 老朽化した単独園の閉園に向けた準備 

【公立保育所が今後担う役割】 

○利用児童数が減少する中においても、保育の質の向上に努め、多様な保育ニーズに積極的

かつ柔軟に対応し、そこで得た知識やノウハウを民間保育施設等と共有していくこと 

○地域の子育て支援の拠点として、地域の子育て支援関係者とネットワークを構築し、全て

の子どもの育ちと子育て家庭を支える体制を構築すること 

【単独園の今後の方向性】 

○近隣の保育施設の配置や入所状況を勘案し、供給量が十分と判断される場合、老朽化が進

む施設は順次閉園していくこととする。閉園により生じる保育人材を活用し、公立保育所

が担う役割の充実強化を図る。 


